
ブロックチェーン技術を活⽤した電⼦的取引に係る第三者対抗要件に関する実証
レヴィアス株式会社

・「匿名組合契約に基づく権利を、ブロックチェーン技術と組み合わせて、取引履歴をブロッ
クチェーン上で記録することにより、取引の安全性を確保しつつ管理コストを削減することが
可能」と、申請者としては考えている。このため、第三者対抗要件をデジタル的な⽅法により
完結することが不可⽋である。

・これに対して、⺠法の債権譲渡における第三者対抗要件は、確定⽇付のある証書による通知
⼜は承諾とされており、原則として「公証役場での確定⽇付の取得をする⽅法」⼜は「内容証
明郵便を利⽤する⽅法」しか認められていない。

・そのため、申請者は、ブロックチェーン技術を実装したシステム（以下「本件システム」と
いう。）を⽤いた債権⼜は匿名組合出資持分等の契約上の地位のプライマリー市場やセカンダ
リー市場を構築することを構想しており、これが円滑に稼動するかを検証するため、実証を⾏
うことを考えている。

・産業競争⼒強化法上の債権譲渡特例（認定新事業活動計画に従って提供される情報システム
を利⽤した債権譲渡通知等は確定⽇付のある証書による通知等とみなす特例。以下「本特例」
という。）が存在しており、申請者は将来的に本特例を活⽤した社会実装を想定しているため、
円滑に稼働するかどうかを検証するに当たっては、本特例の要件を参照する。

申請者申請者 認定⽇等認定⽇等 認定︓2022年10⽉14⽇
（申請︓同年８⽉29⽇）

申請背景・実証⽬的申請背景・実証⽬的

経済産業⼤⾂【事業所管】 / 法務⼤⾂【規制所管】主務⼤⾂主務⼤⾂
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ブロックチェーン技術を活⽤した電⼦的取引に係る第三者対抗要件に関する実証
実証計画 （実証期間︓概ね、実証開始の準備が整ってから２ヶ⽉間程度）
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本実証では、「債権（匿名組合出資持分等に含まれる債権を含む。）の譲渡」を取引の対象とする。実証
の流れは以下のとおり。
○ 債権（匿名組合出資持分等に含まれる債権を含む。）の譲渡に関する「通知」及び「承諾」

①利⽤者（債権譲渡⼈・債権譲受⼈）間で「債権の譲渡」が⾏われた場合、以下のいずれかを⾏う。
• 債権譲渡⼈は、従来の確定⽇付のある証書による「通知」を⾏うとともに、「本件システム」を
利⽤した同⼀内容の「通知」を⾏う。

• 債務者は、従来の確定⽇付のある証書による「承諾」を⾏うとともに、「本件システム」を利⽤
した同⼀内容の「承諾」を⾏う。

② 申請者は、「本件システム」において、債権譲渡⼈・債権譲受⼈・債務者に係るブロックチェーン上の
記録を保管する。

③ 申請者は、「本件システム」が、本特例上の情報システムとして円滑に稼働し得ることを確認する。

※「第三者対抗要件具備」のため、「確定⽇付のある証書による通知・承諾」も併⽤するため、新技術等関
係規定に違反するものではない。
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＜本実証の流れ＞

【凡例】
A（利⽤者）︓債権譲渡⼈
B（利⽤者）︓債権譲受⼈
X（証券会社を含む⾦融商品取引業者）︓仲介業者
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（参考）関係法令等

⺠法施⾏法（抄）⺠法施⾏法（抄）
第五条 証書ハ左ノ場合ニ限リ確定⽇付アルモノトス
⼀ 公正証書ナルトキハ其⽇付ヲ以テ確定⽇付トス
⼆ 登記所⼜ハ公証⼈役場ニ於テ私署証書ニ⽇付アル印章ヲ押捺シタルトキハ其印章ノ⽇付ヲ以テ確定⽇付トス
三 私署証書ノ署名者中ニ死亡シタル者アルトキハ其死亡ノ⽇ヨリ確定⽇付アルモノトス
四 確定⽇付アル証書中ニ私署証書ヲ引⽤シタルトキハ其証書ノ⽇付ヲ以テ引⽤シタル私署証書ノ確定⽇付トス
五 官庁⼜ハ公署ニ於テ私署証書ニ或事項ヲ記⼊シ之ニ⽇付ヲ記載シタルトキハ其⽇付ヲ以テ其証書ノ確定⽇付トス
六 郵便認証司（郵便法（昭和⼆⼗⼆年法律第百六⼗五号）第五⼗九条第⼀項ニ規定スル郵便認証司ヲ謂
フ）ガ同法第五⼗⼋条第⼀号ニ規定スル内容証明ノ取扱ニ係ル認証ヲ為シタルトキハ同号ノ規定ニ従ヒテ記載シタ
ル⽇付ヲ以テ確定⽇付トス

② 指定公証⼈（公証⼈法（明治四⼗⼀年法律第五⼗三号）第七条ノ⼆第⼀項ニ規定スル指定 公証⼈ヲ謂フ以
下之ニ同ジ）ガ其設ケタル公証⼈役場ニ於テ請求ニ基キ法務省令ノ定ムル⽅法ニ依リ電磁的記録（電⼦的⽅式、
磁気的⽅式其他⼈ノ知覚ヲ以テ認識スルコト能ハザル⽅式（以下電磁的⽅式ト称ス）ニ依リ作ラルル記録ニシテ電
⼦計算機ニ依ル情報処理ノ⽤ニ供セラルルモノヲ謂フ以下之ニ同ジ）ニ記録セラレタル情報ニ⽇付ヲ内容トスル情報
（以下⽇付情報ト称ス）ヲ電磁的⽅式ニ依リ付シタルトキハ当該電磁的記録ニ記録セラレタル情報ハ確定⽇付アル
証書ト看做ス但公務員ガ職務上作成シタル電磁的記録以外ノモノニ付シタルトキニ限ル

③ 前項ノ場合ニ於テハ⽇付情報ノ⽇付ヲ以テ確定⽇付トス

（債権の譲渡の対抗要件）
第四百六⼗七条 債権の譲渡（現に発⽣していない債権の譲渡を含む。）は、譲渡⼈が債務者に 通知をし、⼜は債務者
が承諾をしなければ、債務者その他の第三者に対抗することができない。

２ 前項の通知⼜は承諾は、確定⽇付のある証書によってしなければ、債務者以外の第三者に対抗することができない。

⺠法⺠法（抄）



産業競争⼒強化法（抄）

（債権譲渡の通知等に関する特例）
第⼗⼀条の⼆ 債権の譲渡（現に発⽣していない債権の譲渡を含む。）の通知⼜は承諾（以下この項において「債権譲
渡通知等」という。）が認定新事業活動実施者が認定新事業活動計画（次条第⼀項⼜は第三項の規定による公⽰
に係るものに限る。）に従って提供する情報システム（次の各号のいずれにも該当するものに限る。）を利⽤してされたと
きは、当該債権譲渡通知等は、⺠法第四百六⼗七条第⼆項に規定する確定⽇付のある証書による通知⼜は承諾と
みなす。この場合においては、当該債権譲渡通知等がされた⽇付をもって確定⽇付とする。
⼀ 債権譲渡通知等をした者及びこれを受けた者が当該債権譲渡通知等がされた⽇時及びその内容を容易に確認す
ることができること。

⼆ 債権譲渡通知等がされた⽇時及びその内容の記録を保存し、及びその改変を防⽌するために必要な措置として主
務省令で定める措置が講じられていること。

２及び３ 略
４ 第⼀項の規定は、信託法（平成⼗⼋年法律第百⼋号）第⼆条第七項に規定する受益権の譲渡の通知⼜は承諾
について準⽤する。この場合において、第⼀項中「⺠法第四百六⼗七条第⼆項」とあるのは、「信託法（平成⼗⼋年法
律第百⼋号）第九⼗四条第⼆項」と読み替えるものとする。
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（参考）関係法令等



産業競争⼒強化法第⼗⼀条の⼆第⼀項第⼆号の主務省令で定める措置等に関する省令（抄）産業競争⼒強化法第⼗⼀条の⼆第⼀項第⼆号の主務省令で定める措置等に関する省令（抄）

（債権譲渡通知等の記録保存及び改変防⽌のための措置）
第⼆条 法第⼗⼀条の⼆第⼀項第⼆号に規定する主務省令で定める措置は、次に掲げるものとする。
⼀ 認定新事業活動実施者（法第⼗⼀条の三第⼀項⼜は第三項の規定による公⽰に係るものに限る。以下同じ。）が、次に掲げる
事項（次号において「記録事項」という。）を記録した通知等記録を債権譲渡通知等がされた⽇から起算して五年間保存することと
していること。
イ 当該債権譲渡通知等がされた⽇時
ロ 当該債権譲渡通知等の内容
ハ 当該債権譲渡通知等をした者の電話番号その他の当該債権譲渡通知等をした者を識別するために⽤いられる事項
ニ 当該債権譲渡通知等を受けた者の電話番号その他の当該債権譲渡通知等を受けた者を識別するために⽤いられる事項

⼆ 債権譲渡通知等をした者の求めがあったときは、認定新事業活動実施者が当該債権譲渡通知等に係る記録事項を記載した書
⾯を交付し、⼜は当該債権譲渡通知等に係る記録事項を記録した電磁的記録を提供することとしていること。

三 認定新事業活動実施者が認定新事業活動計画（法第⼗⼀条の三第⼀項⼜は第三項の規定による公⽰に係るものに限る。）
に従って実施する新事業活動（第七号、第四条及び第六条において「新事業活動」という。）の廃⽌をしようとするとき、⼜は法第
⼗条第⼆項若しくは第三項の規定により認定新事業活動計画の認定が取り消されたときは、その保存に係る通知等記録を、他の第
⼀号の保存及び前号の交付⼜は提供を適切に⾏うことができる者に引き継ぐこととしていること。

四 認定新事業活動実施者が法第⼗⼀条の⼆第⼀項に規定する情報システムにおいて第⼀号イの⽇時を記録するために⽤いられる
時刻を信頼できる機関の提供する時刻に同期させていること。

五 債権譲渡通知等を受けた者が、当該債権譲渡通知等に係る第⼀号ハの事項が当該債権譲渡通知等において当該債権譲渡通
知等をした者として記載された者のものであるかどうかを確認することができること。

六 次に掲げる技術的な安全管理に関する措置が講じられていること。
イ 通知等記録を取り扱う電⼦計算機において当該通知等記録を処理することができる者を限定するため、適切な措置を講ずること。
ロ 通知等記録を取り扱う電⼦計算機が電気通信回線に接続している場合、不正アクセス⾏為（不正アクセス⾏為の禁⽌等に関
する法律（平成⼗⼀年法律第百⼆⼗⼋号）第⼆条第四項に規定する不正アクセス⾏為をいう。）を防⽌するため、適切な措
置を講ずること。
ハ 通知等記録を取り扱う電⼦計算機が電気通信回線に接続していることに伴う通知等記録の漏えい、滅失⼜は毀損を防⽌する
ため、適切な措置を講ずること。

七 認定新事業活動実施者が新事業活動について国際標準化機構及び国際電気標準会議の規格⼆七〇〇⼀に適合している旨の
認証を受けていること。
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（参考）関係法令等


